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5) ｢倫理は教育できない」とする意見に直接反論したものではないが、倫理を教育によっ
て後天的に授けることの必要性を説いたものに、武田 (2007年、58頁) がある。また、
























たものとして、国際会計士連盟 (IFAC) の国際会計教育基準 (International





仲間入りをしていたという例が少なくないことが指摘されている (山口 (2013) 第 9
章)。
なお、発効日は、フレームワークと第 8号が2016年 7 月 1 日、第 1号と第
7号が2014年 1 月 1 日、第 2号から第 6号が2015年 7 月 1 日である。


























Professional Development- Professional Skills)
４号
当初の専門的能力開発－職業専門家としての価値観、倫理およ
び心構え（改訂） (Initial Professional Development 



















能 力 （ 改 訂 ） (Professional Competence for Engagement




て必要な能力 (competence) は、｢技術的能力 (Technical Competence)｣、
｢専門的スキル (Professional Skills)｣ および ｢会計職業専門家としての価値
観、倫理および心構え (Values, Ethics and Attitudes for Professional
Accountant)｣ であるとした上で、それは学習 (learning) と能力開発 (devel-
opment)、つまり広い意味での教育によって高められることが表明されてい
る。その上で、能力開発は、会計職業専門家となるまでのもの (Initial
Professional Development : IPD) と会計職業専門家となってからのもの
(Continuing Professional Development : CPD) とに分けられる。
会計職業専門家になろうとする者は、まず会計職業専門家教育プログラム




































































(Foundation)、中級 (Intermediate) および上級 (Advanced) の 3 段階で捉
えている8)。これらは、学習成果を職場状況の不明確性、複雑性および不確
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7) 表Aには、2013年 3 月に開催された IAESBニューヨーク会議で､ 2012年 7 月の公開
草案にはなかった () および () の追加がなされた（井上 (2013) 82頁)。





















































































IES第 4 号において、適切な能力評価には、 短答式の質問で構成され
る筆記試験、 ケース・スタディ、 小論文、 客観テスト、 職場内













































10) 原田 (2012) では、段階的発達主義に拠る研究において用いられているレストの DIT




















International Accounting Education Standards Board (IAESB) (2014), IES No. 4 Initial







【責任編集】『倫理・教育・コンプライアンス』税務経理協会、第Ⅲ編第 5 部第 2 章所
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11) 日本の大学および大学院における会計倫理教育の現状等に関しては、浦崎 (2006) お
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